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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 33,364 0.2 372 △28.3 505 △27.7 475 25.6
23年3月期第2四半期 33,293 8.4 519 ― 698 ― 378 ―

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 296百万円 （486.1％） 23年3月期第2四半期 50百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 8.04 7.89
23年3月期第2四半期 6.39 6.28

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期第2四半期 56,471 32,668 53.5 510.78
23年3月期 58,876 32,444 51.3 511.26
（参考） 自己資本   24年3月期第2四半期  30,204百万円 23年3月期  30,226百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
期末配当は今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点では未定であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
24年3月期 ― 5.00
24年3月期（予想） ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 65,000 △7.7 1,200 △39.3 1,400 △39.7 700 △38.0 11.84



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表の四半期レビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）３ページの「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 65,962,988 株 23年3月期 65,962,988 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 6,829,477 株 23年3月期 6,841,941 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 59,124,383 株 23年3月期2Q 59,174,587 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興の進展などにより持ち直しの動きを示しつつも、台

風災害や史上最高値を更新した円高など様々なリスクを含みながら推移しました。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、通信事業各社においてデータ通信量の増加に対応した

通信インフラ構築が継続されたほか、東日本大震災の被災地域における通信設備の復旧も進められました。 

 このような事業環境の中、当社グループは通信建設事業を中心に受注・売上の拡大に注力し、当第２四半期連結

累計期間の業績は、受注高351億56百万円（前年同期比97.9％）、売上高は333億64百万円（前年同期比100.2％）

となりました。利益面については、営業利益は3億72百万円（前年同期比71.7％）、経常利益は5億5百万円（前年

同期比72.3％）、四半期純利益は4億75百万円（前年同期比125.6％）となりました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は次のとおりです。  

  

【セグメント別の概況】 

① 通信建設事業 

 ＮＧＮサービスのエリア拡大をはじめとする光関連工事が堅調に推移したものの、公共・民需工事等が減少した

ことで受注高・売上高は前年同期に比べて減少しました。利益面では、売上原価の低減に努めましたが、売上高が

減少したこともあり、営業利益は前年同期に比べ減少しました。 

  

② 情報サービス事業 

 当セグメントの連結子会社が増加したことで前年同期に比べ受注高・売上高が増加し、営業利益は黒字となりま

した。 

  

③ 住宅不動産事業 

 新規物件の販売開始等があり前年同期に比べ受注高は増加しましたが、売上高は減少し、営業損失となりまし

た。 

  

④ ビジネスサポート事業 

 リース事業、半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業等で受注高・売上高確保に努めた結果、前年同期

に比べ受注高は減少しましたが、売上高は増加し、営業利益は前年同期に比べて増加しました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、売上債権の回収が進んだことにより、受取手形・完成工事未収入金等

が34億59百万円減少した結果、35億32百万円減少の286億51百万円となりました。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、有形固定資産が8億21百万円、無形固定資産が5億53百万円増加した結

果、11億28百万円増加の278億19百万円となりました。 

  

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、支払手形・工事未払金等が12億26百万円、未払法人税等が7億48百万

円減少した結果、26億52百万円減少の116億85百万円となりました。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、リース債務が4億95百万円増加、長期借入金が3億73百万円減少した結

果、23百万円増加の121億17百万円となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報



（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、配当金2億96百万円の支払、その他有価証券評価差額金2億4百万円

の減少がありましたが、四半期純利益を確保した結果、2億24百万円増加の326億68百万円、自己資本比率は53.5%

となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 現時点では、平成23年５月13日に公表しました平成24年３月期の連結業績予想に変更はありません。 

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 当第１四半期累計期間より、持分法適用会社であったブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社の株式を追加

取得したことにより、連結子会社としております。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

   

（４）追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,436 5,467

受取手形・完成工事未収入金等 19,748 16,288

リース債権及びリース投資資産 2,631 2,249

有価証券 170 28

未成工事支出金 323 195

仕掛品 33 45

仕掛販売用不動産 543 957

販売用不動産 1,223 918

商品 37 240

材料貯蔵品 716 750

繰延税金資産 973 835

その他 392 722

貸倒引当金 △45 △46

流動資産合計 32,184 28,651

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,496 4,438

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,094 2,937

土地 8,553 8,567

貸与資産（純額） 172 170

建設仮勘定 81 106

有形固定資産合計 15,397 16,219

無形固定資産 794 1,348

投資その他の資産   

投資有価証券 7,703 7,271

長期貸付金 89 109

繰延税金資産 1,381 1,551

その他 1,442 1,569

貸倒引当金 △118 △249

投資その他の資産合計 10,499 10,251

固定資産合計 26,691 27,819

資産合計 58,876 56,471



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,163 3,937

短期借入金 4,325 3,976

リース債務 18 201

未払法人税等 984 236

未成工事受入金 86 169

賞与引当金 1,530 1,301

役員賞与引当金 47 －

工事損失引当金 187 189

その他 1,993 1,674

流動負債合計 14,338 11,685

固定負債   

長期借入金 6,857 6,483

リース債務 62 558

退職給付引当金 4,302 4,254

役員退職慰労引当金 317 282

その他 553 538

固定負債合計 12,094 12,117

負債合計 26,432 23,802

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,557 21,735

自己株式 △2,230 △2,225

株主資本合計 29,428 29,611

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 797 592

その他の包括利益累計額合計 797 592

新株予約権 248 311

少数株主持分 1,969 2,153

純資産合計 32,444 32,668

負債純資産合計 58,876 56,471



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高   

完成工事高 27,818 26,606

兼業事業売上高 5,474 6,758

売上高合計 33,293 33,364

売上原価   

完成工事原価 25,110 24,310

兼業事業売上原価 4,684 5,779

売上原価合計 29,795 30,090

売上総利益   

完成工事総利益 2,707 2,295

兼業事業総利益 790 978

売上総利益合計 3,498 3,274

販売費及び一般管理費 2,978 2,901

営業利益 519 372

営業外収益   

受取利息 17 18

受取配当金 97 104

受取賃貸料 53 71

持分法による投資利益 19 33

その他 136 54

営業外収益合計 324 281

営業外費用   

支払利息 62 67

支払手数料 7 1

賃貸費用 41 51

その他 33 28

営業外費用合計 145 149

経常利益 698 505



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 4 －

固定資産売却益 97 0

投資有価証券売却益 4 9

貸倒引当金戻入額 43 －

事業譲渡益 80 －

段階取得に係る差益 － 291

その他 0 16

特別利益合計 230 317

特別損失   

前期損益修正損 5 －

固定資産処分損 19 8

投資有価証券評価損 － 15

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18 －

減損損失 64 －

その他 12 0

特別損失合計 121 23

税金等調整前四半期純利益 808 798

法人税、住民税及び事業税 470 210

法人税等調整額 2 86

法人税等合計 473 296

少数株主損益調整前四半期純利益 334 501

少数株主利益又は少数株主損失（△） △43 26

四半期純利益 378 475



（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 334 501

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △289 △184

持分法適用会社に対する持分相当額 5 △20

その他の包括利益合計 △283 △205

四半期包括利益 50 296

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 96 270

少数株主に係る四半期包括利益 △45 26



 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報） 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額18百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「通信建設事業」セグメントにおいて、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産

について帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累

計期間においては64百万円であります。 

   

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額12百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２

    
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  27,818  1,958  663  2,852  33,293 －  33,293

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 7  0  8  784  800  △800 － 

計  27,826  1,958  671  3,636  34,093  △800  33,293

セグメント利益又は損失(△)  322  △58  1  237  501  18  519

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２ 

    
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  26,606  3,229  479  3,049  33,364 －  33,364

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 25  79  1  870  976  △976 － 

計  26,632  3,308  481  3,919  34,340  △976  33,364

セグメント利益又は損失(△)  12  53  △27  322  360  12  372



２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動）  

 「情報サービス事業」セグメントにおいて、ブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社の株式を追加取得

し、当該会社を連結子会社化いたしました。当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間に

おいては561百万円であります。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。  

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

 受注高、売上高及び受注残高の状況 

  

① 受注高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

② 売上高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

③ 受注残高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

  

４．補足情報

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年９月30日 至平成23年９月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  29,884  83.2  28,314  80.5  △1,570  94.7

情報サービス事業  2,221  6.2  3,421  9.7  1,199  154.0

住宅不動産事業  655  1.8  727  2.1  71  111.0

ビジネスサポート事業  3,148  8.8  2,693  7.7  △454  85.6

計  35,910  100.0  35,156  100.0  △754  97.9

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年９月30日 至平成23年９月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  27,818  83.5  26,606  79.8  △1,212  95.6

情報サービス事業  1,958  5.9  3,229  9.7  1,270  164.9

住宅不動産事業  663  2.0  479  1.4  △183  72.3

ビジネスサポート事業  2,852  8.6  3,049  9.1  196  106.9

計  33,293  100.0  33,364  100.0  70  100.2

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年９月30日 至平成23年９月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  9,970  77.5  9,483  78.2  △487  95.1

情報サービス事業  379  2.9  368  3.0  △11  97.1

住宅不動産事業  240  1.9  300  2.5  59  124.9

ビジネスサポート事業  2,278  17.7  1,980  16.3  △297  86.9

計  12,869  100.0  12,132  100.0  △736  94.3


	ヘッダー3: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー4: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー5: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー6: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー7: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー8: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー9: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー10: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー11: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー12: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	ヘッダー13: 日本電話施設㈱（1956）平成24年3月期 第2四半期決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -


